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１．はじめに 

朝ピーク時間帯の交通混雑や列車遅延などの問題が起こる主要な原因の一つに，多くの経済活動が日中の特定の

時間帯・場所において集中して行われる点が挙げられる．この対策として，経済活動の時間・空間分布を変化させ

ることで交通混雑を緩和させる交通需要マネジメント (TDM) 施策 (e.g., 時差出勤，フレックスタイム) が期待さ

れるが，古典的な交通・立地理論をそのまま効果検証に適用することは困難である．  

本研究では，経済活動の時間分布 (始業時刻分布) と空間分布 (人口分布) を内生化したモデルを構築するために，

Henderson1)型の始業時刻選択モデルに都市空間構造を導入し，多都市かつ時間・空間集積の経済を考慮した都市シ

ステムモデルを構築する．そして，ポテンシャルゲームの性質を用い，モデルの均衡状態の特性分析を行う． 

２．モデル概要 

本研究では，図－1に示すような，2箇所の単一中心都市

で構成されている空間構造を考慮する．以降では，都市の集

合を𝒟 ≡ {I, II}，都市を𝑑 ∈ 𝒟と表す．各都市内部の居住地分

布は，単方向の線形分布であると仮定し，各都市の居住地数

は𝐴である．居住地は，CBD (Central Business District) から近い順にインデックスをつけ，居住地の集合を𝒜 ≡

{1, 2, . . . , 𝐴}と表す．各居住地の面積はすべて同一で, 𝐿であると仮定する． 

企業は全て CBD に立地し，2 都市の始業時刻選択は同一で，𝐼種類の時刻から選択できると仮定する．この選択

可能な始業時刻は，全て同一の時間間隔で並んでいる．また，全企業の労働時間は同一かつ一定値であり，さらに，

ある時間帯には必ず全企業が同時に業務を行っていると仮定する．なお，以降では，始業時刻が𝑡𝑖の企業を “企業

𝑖 ∈ ℐ” と呼ぶ．ここで，ℐ ≡ {1, 2, . . . , 𝐼}は企業の集合である． 

労働者は全て均質であり，都市𝑑の総労働者数は𝑁𝑑，2 都市の総労働者数は固定的に𝑁(= 𝑁I + 𝑁II)である．労働

者は，都市𝑑 ∈ 𝒟, 居住地𝑎 ∈ 𝒜，時刻𝑖に始業する企業𝑖 ∈ ℐを選択する．都市・居住地・始業時刻別の労働者数を𝒏 =

(𝑛𝑎,𝑖
𝑑 )𝑑∈𝒟,𝑎∈𝒜,𝑖∈ℐと表す．さらに，労働者は居住している都市の CBD へしか通勤しないと仮定する． 

各居住地を結ぶ道路はすべて均質であり，居住地𝑎 − 1と𝑎の間の道路を “道路𝑎” と呼ぶ．都市𝑑に居住する始業

時刻𝑡𝑖の労働者の道路𝑎の交通量は𝑥𝑎,𝑖
𝑑 = ∑ 𝑛𝑏,𝑖

𝑑𝐴
𝑏=𝑎 である．そして，都市𝑑に居住する始業時刻が𝑡𝑖の労働者が道路𝑎

を通過する際にかかる交通費用関数は, Henderson1)と同様，非負, 𝑐(𝑥𝑎,𝑖
𝑑 )で表されると仮定する． 

2 都市の労働者は全て均質と仮定するため，同一の効用関数を適用する．予算制約，効用最大化問題の一階条件

と需給均衡条件により，間接効用関数は𝑣𝑎,𝑖
𝑑 = 𝑤𝑖

𝑑 − ∑ 𝑐(𝑥𝑏,𝑖
𝑑 )𝑎

𝑏=1 + ℎ(𝑁𝑎
𝑑) − δ𝑖(𝑡𝑖)で表される．ここで，𝑤𝑖

𝑑は都市𝑑の

企業𝑖の労働者毎の賃金，𝑁𝑎
𝑑 = ∑ 𝑛𝑎,𝑖

𝑑
𝑖∈ℐ は都市𝑑の居住地𝑎の総労働者数である．ℎ(𝑁𝑎

𝑑)は住宅消費により得られる効

用増分である．δ𝑖(𝑡𝑖) = 𝛾|𝑡𝑖 − 𝑡∗|は日常生活 (e.g., 家族・友人との余暇活動，学校) とのスケジュール同期の困難さ

によるスケジュールコストである．ここで，𝛾 > 0は早着・遅刻時間 1 単位当たりの費用を表す．𝑡∗は労働者が最も

望む日々の活動に最も適したワークスケジュールである． 

企業は全て完全競争下で一単位の労働を投入して財を生産し，企業の生産性は，同じ都市において同時に始業す

る総労働者数が多いほど，高まると仮定する．これは，企業の生産効率が，都市別・始業時刻別の労働者数𝑀𝑖
𝑑 =

∑ 𝑛𝑎,𝑖
𝑑

𝑎∈𝒜 ，𝑖に依存して定まることを意味する．具体的には，都市𝑑の企業𝑖の労働者毎の生産高は，𝐺𝑖
𝑑(𝑴) = 𝑔𝑖

𝑑(𝑴𝒅) +

(1 − 𝜓)𝑔𝑖
𝑑̂(𝑴𝑑̂)で与える．ここで，𝑔𝑖

𝑑(𝑴𝒅) = 𝛼 ∑ (1 − 𝜙)|𝑖−𝑗|𝑀𝑗
𝑑

𝑗∈ℐ ，𝛼 > 0は生産性効果の大きさを表すパラメータ
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図－1 都市間人口と始業時刻分布 

IV-65 令和5年度土木学会全国大会第78回年次学術講演会

© Japan Society of Civil Engineers - IV-65 -



である．𝑑, 𝑑̂ ∈  𝒟 (𝑑 ≠ 𝑑̂)は 2 つの異なる都市を表す．𝜙 ∈ [0, 1]は時間割引項 (i.e., 𝜙が大きいほど，時間的相互作

用が弱い) を表すパラメータ，𝜓 ∈ [0, 1]は空間割引項 (i.e., 𝜓が大きいほど，空間的相互作用が弱い) を表すパラメ

ータである． 

均衡条件の定式化にあたっては，労働者は都市・居住地・労働を供給する企業，企業は都市・始業時刻を選択す

ると仮定する．その結果，均衡状態における人口・始業時刻分布𝒏∗が決まる．次式は，本研究の均衡条件である． 

{
𝑣∗ = 𝑣𝑎,𝑖

𝑑 (𝒏) if 𝑛𝑎,𝑖
𝑑 > 0

𝑣∗ ≥ 𝑣𝑎,𝑖
𝑑 (𝒏) if 𝑛𝑎,𝑖

𝑑 = 0
   ∑ ∑ ∑ 𝑛𝑎,𝑖

𝑑
𝑖∈ℐ𝑎∈𝒜𝑑∈𝒟 = 𝑁        (1) 

ここで，𝑣∗は労働者の均衡効用である．左辺の条件は，均衡状態では，単一の労働者が選択を変更しても，自らの

効用を改善できないことを示している．右辺の条件は人口保存則を表す． 

本モデルでは，利潤ゼロ条件により，𝐺𝑖
𝑑(𝑴) = 𝑤𝑖

𝑑となるため，都市𝑑の居住地𝑎に居住する企業𝑖の労働者の効用

水準は𝑣𝑎,𝑖
𝑑 (𝒏) = 𝐺𝑖

𝑑(𝑴) − ∑ 𝑐(𝑥𝑏,𝑖
𝑑 )𝑎

𝑏=1 + ℎ(𝑁𝑎
𝑑) − 𝛿𝑖(𝑡𝑖)と書き換えられる． 

３．安定均衡状態の特性分析と数値解析 

時空間集積の経済を考慮していることから，均衡条件(1)を満足する均衡状態が複数存在し得る．そこで構築した

モデルにポテンシャル関数が存在し，その性質を利用することで均衡状態の特性（一意性と安定性）が確認できる． 

人口保存則と非負条件(𝑛𝑎,𝑖
𝑑 ≥ 0)を満たす𝒏に対し，関数𝑃(𝒏)が条件𝜕𝑃(𝒏) 𝜕𝑛𝑎,𝑖

𝑑⁄ = 𝑣𝑎,𝑖
𝑑 (𝑛)を満たせば，𝑃(𝒏)はポテン

シャル関数である．本稿で構築したモデルには，この条件を満足するポテンシャル関数𝑃(𝒏)が存在する．そして，

ポテンシャル関数𝑃(𝒏)の性質(凸性)を用い，本研究のポテンシャルゲームの均衡状態は，必ずしも一意ではないこ

とが容易に確認できる．その上で，本モデルの均衡状態における都市内・

都市間の人口・始業時刻分布の特性分析を行った． 

次に，数値解析を実施して，上述の理論解析結果との整合性を確認し

た．その結果，本研究で構築した都市システムモデルの都市内人口分布

と時間分布の基本的性質は，高山 2)の結果と一致することが確認できた．

一方で，本研究は，高山 2)と異なり，都市間人口と始業時刻分布の相互

作用の特性を分析できる(図－2)．図では，𝜙が小さくなる場合に始業時

刻の集中度が大きくなる領域が見られ，このことから「時間帯間での相

互作用の強化は必ずしも始業時刻分布の分散をもたらすとは限らない」

という性質が分かる．また，図中に網掛けで示した都市間人口分布の特

徴は，「都市間の相互作用が困難，時間帯間の相互作用が容易なほど，

都市間人口集中が生じる」という本研究の理論解析結果と一致する． 

４．おわりに 

Henderson1)型の始業時刻選択モデルに都市空間構造を導入し，時間・空間集積の経済を考慮した都市システムモ

デルを構築した．そして，ポテンシャルゲームの性質を利用することで，モデルの均衡状態の性質を理論的に明ら

かにした．さらに，企業間の時間・空間的な相互作用の易化が都市人口，都市内人口分布，始業時刻分布に与える

影響を明らかにした．本研究で構築した理論は，始業時刻の分散化 (e.g., 時差出勤) による TDM 施策の効果検証

に展開できる．さらに，自動運転・モビリティシェアなどの政策・新技術の効果分析手法へと発展させることによ

り，多様な政策・新技術が都市経済に与える長期的影響の評価が可能となる．一方で，本稿では，経済活動の時空

間分布の内生化を分析する枠組みの基礎構築を目的としたため，「企業は全て 1 箇所の CBD に立地する」「企業・労

働者が均質である」と仮定した．しかし，これらの仮定は，分析により得られる人口・始業時刻分布に大きな影響

を与えると考えられる．これらの仮定を実態に合うように改善することは，今後の重要な研究課題である． 
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図－2 時空間相互作用の強さと始業

時刻の集中度・都市間人口分布の関係 

 
※注：1) 赤いほど始業時刻が集中，青いほど
始業時刻が分散することを表す．2) 図右下の
網掛けは片方の都市への人口集中を示す． 
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